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2021年12月期 通期業績ハイライト

 情報サービス事業の業績積上げにより、売上が前期比増および各段階利益におい
ても大幅増加

 第3四半期に（株）カイカエクスチェンジホールディングス（旧株式会社Zaif
Holdings）が持分法適用関連会社から除外

 前期比で負債比率および純資産比率が改善し、健全な財政状態を維持

負債比率

純資産比率

1,156百万円
前期比

+37百万円

130百万円
前期比

+69百万円

3,801百万円

前期比
+3,734
百万円

売上高

営業利益

経常利益 239百万円
前期比

+366百万円

経常利益

※2021年８月31日にCAICA DIGITAL（旧CAICA）がカイカエクス
チェンジホールディングス（旧Zaif HD）を株式交付子会社とする株
式交付の効力発生に伴う関係会社株式交換益を計上

33％
前期
52％

67％
前期
47％
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事業セグメント別売上構成比

■情報サービス事業が堅調に推移し、前期を上回る成長を実現

■暗号資産・ブロックチェーン事業は、暗号資産の評価損により売上がマイナス計上

■事業内容 ■売上構成

情報サービス事業
 投資家向けの金融・経済

情報配信サービス
 企業IR支援及びコンサル

ティングサービス

広告代理業  広告、動画制作等

暗号資産・ブロック
チェーン事業

 FSCC（暗号資産フィ
スココイン）取引促進
・価値向上の立案

 暗号資産の自己勘定に
よるトレーディング

2021年12月期連結売上高

1,156百万円

情報サービス
1,182百万円/前期比（14.6％増）

広告代理業
48百万円/前期比（26％減）

暗号資産・ブロックチェーン事業
△73百万円/前期比（330％減）
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売上原価及び販売費および一般管理費構成

■2021年12月期の売上原価は、売上増に伴い増加した一方で、販売費および一般管理費に
ついては、コストカットの推進により前期より削減

◼売上原価構成比

材料費
（5.5％）

その他経費
（1.6％）

◼販売費および一般管理費

その他経費
（12.34％）

地代家賃等
（5.63％）

(注）業務委託費にはシステム維持費を含んでいます

2021年12月期
連結売上原価

414百万円

（前期比+17百万円）

外注費+
業務委託費
（55.5%）

労務費
（37.4％）

2021年12月期
連結販管費

611百万円

（前期比△49百万円）

支払手数料
（16.80％）

人件費
（32.44％）

業務委託費（注)

（32.79%）



6
6

財務ハイライト：業績推移

単位（百万円）

17,500 4,000

売上高（■ネクスグループの売上高（2019年12月期連結離脱)）

営業利益

親会社株主に帰属する当期純利益

15,000

0

2016年
12月期

2017年
12月期

2018年
12月期

2,500

14,004

7,500

5,000

10,000

12,500

11,168

△778
△1,074

△2,255

14,620

7

2,500

△1,500

△2,500

△500

0

500

1,500

2019年
12月期

2020年
12月期

2021年
12月期

1,119 1,156

△586
61

△666

66

△1,193

■売上高、営業利益ともに前期を上回る成長を実現
■特別利益に関係会社株式交換益を計上したことにより、親会社株主に帰属する当期純利益

が大幅に増加

5,789

636

130

3,801
2021年12月期親会社株主に帰属する
当期純利益について

・関係会社株式交換益
（特別利益）
CAICA DIGITALがカイカエクスチェンジ
ホールディングスを株式交付子会社とする株
式交付の効力発生に伴う特別利益
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財務ハイライト：財政状態推移

■グループ再編以後、順調に純資産が増加し安定的な財政状態を維持

0

2,500

2016年
12月期

単位（百万円）

7,500

5,000

10,000

12,500

15,000

17,500

2017年
12月期

2018年
12月期

2019年
12月期

2020年
12月期

2021年
12月期

4,434

11,010

負債

純資産

6,246

10,483

7,706

1,4172,982
1,297

1,423

1,758

3,624

786

2019年7月グループ再編

・子会社吸収合併
（フィスコIR及びフィスコダイヤモンドエージェンシー）

・ネクスグループ株式売却
（持分法適用関連会社から除外）

ネクスグループ引受のデット･エクティ･スワップによる
資本増強
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02. 2022年12月期連結業績見通し
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今後の事業計画と成長イメージ

長期的な成長目標として、既存事業をベースに、フィスコブランド活用並びに新規事業
（M&Aの活用）により、事業規模拡大を目指す

2021年12月期

新
規
事
業
等

既存事業をベースにした事業展開

・フィスコブランドを活用した
広告収入の実現

・暗号資産分野での収益獲得

フィスコブランドの活用

・新規事業の立ち上げ
・資本提携
・M＆Aの活用

α

事業領域の
多角化・拡大
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事業計画（2022年12月期）

■フィスコブランドによる広告収入の更なる拡大

■既存事業の安定成長・利益率の高い案件の獲得を目指す

2021年12月期
（実績）

2022年12月期
（予想）

増減額 増減率

売上高 1,156 1,313 156 13.5％

営業利益 130 232 29 77.7％

経常利益※1 239 231 △7 △3%

親会社株主に帰属す
る当期純利益 ※2

3,801 227 △3,573 －

単位：百万円

※1 2021年12月期経常利益に暗号資産売買損益100百万円を計上。2022年12月期は、暗号資産の売買損益
をゼロで予定

※2 大幅な当期純利益減少要因は、2021年12月期におけるCAICA DIGITALの株式交付申込に伴う、関係会
社株式交換益（特別利益）の影響によるもの
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事業計画（期末配当）

2021年12月期に引き続き期末配当を予定

2021年12月期配当（予定）

1株当たり配当金3.0円
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事業計画（株主優待）

現行の株主優待に加え、５００円相当のFSCCを株主優待として進呈

追加株主優待対象

株主優待基準日（2021 年 12 月 31 日）の最終の当
社株主名簿に記載または記録された株主様

株主様一律５００円相当のFSCC

基準日における
保有株式数

優待内容

100株以上 2,500株未満
ｸﾗﾌﾞﾌｨｽｺIPOﾅﾋﾞ（ﾘﾐﾃｯﾄﾞ）

1か月無料クーポン

2,500株以上 5,000株未満
ｸﾗﾌﾞﾌｨｽｺIPOﾅﾋﾞ（ﾘﾐﾃｯﾄﾞ）

3か月無料クーポン

5,000株以上
ｸﾗﾌﾞﾌｨｽｺIPOﾅﾋﾞ（ﾘﾐﾃｯﾄﾞ）

6か月無料クーポン

※現行の株主優待の内容
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自社暗号資産フィスココイン（FSCC）の取り組み

継続的な利便性向上・価値向上の取り組みで、FSCC取引価格が上昇

＜主な取り組み＞
・ClubFisco代金決済に利用
・FSCCレンディング
・マーケティングエアドロップ
・株主優待
・未流通FSCCの一部コインの焼却
（バーン）を予定※1
・FSCC のポリゴン（Polygon）

チェーンへのマッピング※２

時価総額232億円
発行可能枚数50,000,000枚
当社は約35%保有

参照）
※1 2021年11月8日付「フィスココイン（FSCC）の焼却（バーン）の実施および第 28 期株主優待の実施のお知らせ」
※2 ニュールリリース「FSCC のポリゴン（Polygon）チェーンへのマッピングが完了」

Zaif Orderbook tradingのチャートより
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本資料の取り扱いについて

本資料の取り扱いについては、株式会社フィスコに関連する予想、見通し、目標、

計画等の将来に関する記述を含みます。

これらの記述は、当社が本資料の作成時点において入手した情報に基づき、本資料

の作成時点における予測等を基礎として記載されています。また、これらの記述の

ためには、一定の前提（仮定）を使用しています。

これらの記述または前提（仮定）は主観的なものであり、将来において不正確であ

ることが判明したり、将来実現しない可能性があります。このような事態の原因と

なりうる不確実性やリスクに関する追加情報については、当社の決算短信、有価証

券報告書、統合レポート等をご参照ください。


